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国自貨第１０３号

平成２６年１月２２日

一部改正 国自貨第１２１号

平成２９年１月１３日

各地方運輸局自動車交通部長 殿

関東･近畿運輸局自動車監査指導部長 殿

沖縄総合事務局運輸部長 殿

自動車局貨物課長

「荷主への勧告について」の細部取扱いについて

この通達は、貨物自動車運送事業法（以下「法」という。）第６４条及び「荷

主への勧告について」（平成２６年１月２２日付け国自貨第１０２号。以下「局

長通達」という。）に基づく荷主勧告に係る事務の細部取扱いとともに、警告

書及び協力要請書に係る事務要領を定めるものであるので、事務に遺漏のない

ようにされたい。

なお、「荷主への勧告について」の細部取扱いについて（平成２０年３月

２８日付け国自貨第２１１号。以下「旧課長通達」という。）は、この通達の

施行の日をもって廃止する。

記

１ 荷主勧告等の対象となる事業者の違反行為

荷主勧告、警告書及び協力要請書の対象となる一般貨物自動車運送事業者

又は特定貨物自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の違反行為は、

法第１７条第１項から第４項まで（法第３５条第６項において準用する場合

を含む。）の規定に違反したことによる法第２３条（法第３５条第６項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による輸送の安全確保の命令（以下「輸

送の安全確保命令」という。）に係る違反行為又は法第３３条第１号（法第

３５条第６項において準用する場合を含む。）に該当したことによる法第

３３条の規定（法第３５条第６項において準用する場合を含む。）による処

分（以下「行政処分」という。）に係る違反行為（以下「対象違反」という。）

である。

特に荷主の指示等により行われやすい形態である次に掲げる違反行為（以

下「主要対象違反」という。）については、荷主の関与について適切に調査
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を行うこと。

(1) 法第１７条第１項に規定する違反行為

事業用自動車の運転者の過労運転を防止するために必要な措置を講ずべ

き義務に係る違反（以下「過労運転防止違反」という。）

(2) 法第１７条第３項に規定する違反行為

過積載による運送の引受け、過積載による運送を前提とする事業用自動

車の運行計画の作成及び事業用自動車の運転者その他の従業員に対する過

積載による運送の指示（以下「過積載運行」という。）

(3) 法第１７条第４項に規定する違反行為

同項に規定する違反行為のうち、貨物自動車運送事業輸送安全規則第

１０条第１項の違反であって、道路交通法第２２条第１項に規定する事業

用自動車の運転者の最高速度違反に係るもの（以下「最高速度違反」とい

う。）

２ 荷主勧告

荷主勧告の発動要件については局長通達記１のとおりであるが、荷主勧告

発動のための端緒及び荷主の行為の類型等については、次のとおりである。

(1) 端緒

運輸支局（運輸監理部を含む。以下同じ。）又は地方運輸局（沖縄総合

事務局を含む。以下同じ。）は、次に掲げる事案を認知した場合は、荷主

の行為について調査すること。

ア 対象違反に関し、荷主の関係者が共同正犯若しくは教唆犯又は強要罪

として捜査機関に捜査された事案

イ 荷主が過積載車両の運転の要求等（道路交通法第５８条の５第１項各

号に規定する行為のこと。）を行ったとして、警察署長から同条第２項

に基づき再発防止命令書を交付された事案

ウ 運送契約書、運送依頼書等の書類、関係者の説明等から、対象違反に

関し、荷主の主体的な関与が疑われる事案

エ 同一の荷主と取引関係にある複数の事業者が、同一の対象違反を行っ

た事案

オ 過去３年以内に警告書（他の地方運輸局が発出した警告書を含む。）

が発出されている荷主と取引関係にある事業者（当該警告書の対象であ

った事業者以外の事業者を含む。）が対象違反を行った事案

(2) 荷主の行為の類型

前項の調査の結果、荷主が次に掲げる事例の行為を行った疑いが認めら

れる場合、地方運輸局は、個別具体の事例に応じ、当該荷主の行為が、法
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第６４条第１項に規定する荷主勧告発動の要件に該当するか否かを適切に

判断すること。

ア 荷主が事業者に対する優越的な地位又は継続的な取引関係を利用し

て、次に掲げる行為を行ったことにより、事業者が対象違反を行ったと

認められる事例

(ｱ) 非合理的な到着時間を設定

(ｲ) 交通渋滞の発生等やむを得ない事情による運送の遅延に関し、ペナ

ルティを設定

(ｳ) 積込み前に貨物量を増やす急な依頼

(ｴ) 荷主の管理に係る荷捌き場において、手待ち時間が恒常的に発生し

ているにもかかわらず、当該手待ち時間の解消に係る事業者の要請に

対し、社会通念上行われるべき改善措置を行わないこと

イ 対象違反に関し、荷主の関係者が共同正犯若しくは教唆犯又は強要罪

で公訴が提起された事例その他荷主の指示等が認められる事例

(3) 荷主勧告の具体的内容

局長通達記２に規定する荷主勧告の具体的内容については、次に掲げる

例を参考とされたい。

ア 事業用自動車の運転者について、「貨物自動車運送事業者の事業用自

動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準」（平成１３年国土交

通省告示第１３６５号）違反につながるような貨物の到着時間の設定を

行わないよう勧告する。

イ 事業用自動車の運転者に最高速度違反を惹起させることのないよう、

契約において、交通渋滞等やむを得ない事情による到着時間の遅延に対

し、ペナルティを課すことをしないよう勧告する。

ウ 事業用自動車の運転者に過積載運行を惹起させることのないよう、積

込み前に貨物量を増やす急な依頼をしないよう勧告する。

エ 貴社の管理に係る荷捌き場において、恒常的な手待ち時間を発生させ、

事業用自動車の運転者に、「貨物自動車運送事業者の事業用自動車の運

転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準」（平成１３年国土交通省告示

第１３６５号）違反となるような乗務をさせないよう、当該トラック運

送事業者と協議の上、積載方法の見直し、ブースの増設等の措置を講ず

ることを勧告する。

オ トラック運送事業者に対し、過積載となるような運行を指示しないよ

う勧告する。

(4) 荷主勧告書の発出先

荷主勧告書の発出先は、貨物の発注主体（支社又は営業所）及び本社と
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する。

３ 警告書及び協力要請書

運輸支局又は地方運輸局による事業者に対する監査により、対象違反に関

し、輸送の安全確保命令又は行政処分を行った場合においては、地方運輸局

は、次の要件に基づき、警告書又は協力要請書を発出するものとする。

(1) 警告書

警告書は、次のいずれかの要件に適合する場合に発出するものとする。

ア 対象違反に関し荷主の関与が認められる場合において、当該関与の度

合い、荷主の行為の悪質性、荷主における違反防止のための改善措置の

状況等を総合的に勘案し、荷主勧告の発動には至らないが、対象違反の

再発防止のため荷主に対し警告を行う必要があると認められること。

イ 過去３年間に荷主に対して協力要請書（他の地方運輸局が発出したも

のを含む。）を発出していること（荷主勧告を発動すべき場合を除く。）。

(2) 協力要請書

協力要請書は、主要対象違反に係る積載物の荷主が特定できる場合に発

出するものとする（荷主勧告を発動すべき場合及び警告書を発出すべき場

合を除く。）。

なお、積合せ貨物の輸送のように荷主が複数となる場合は、この限りで

ない。

(3) 発出先等

警告書及び協力要請書を発出する荷主の範囲は、真荷主及び下請事業者

に対する元請貨物利用運送事業者（貨物自動車運送事業者を含む。）とす

る。

発出先は、貨物の発注主体（支店又は営業所）及び本社とする。

４ 荷主勧告書等の様式

(1) 荷主勧告書

荷主勧告書の様式は、様式１のとおりとする。

(2) 警告書

過労運転防止違反に係るものは様式２－１、過積載運行に係るものは様

式２－２及び最高速度違反に係るものは様式２－３のとおりとする。

なお、これらの違反以外の対象違反に係るものについては、これらの様

式を参考に作成するものとする。

(3) 協力要請書

過労運転防止違反に係るものは様式３－１、過積載運行に係るものは様
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式３－２及び最高速度違反に係るものは様式３－３のとおりとする。

５ 雑則

(1) 台帳の管理

地方運輸局は、警告書及び協力要請書の発出状況について、台帳で管理

し、地方運輸局間での情報の共有化を徹底することとする。

また、警告書及び協力要請書の発出に当たっては、荷主の所在地を管轄

する地方運輸局に対して事前に過去の発出状況の照会を行うこととする。

(2) 本省への稟伺

局長通達記４の規定に基づき、地方運輸局は、荷主勧告の発動の可能性

があると判断した場合は、十分な時間的余裕をもって、自動車局貨物課に

対し稟伺することとする。

(3) 荷主名及び概要の公表要領

局長通達記５に規定する荷主名及び概要の公表については、次の要領で

実施することとする。

ア 公表事項

(ｱ) 荷主勧告の年月日

(ｲ) 荷主の氏名又は名称

(ｳ) 発注主体である荷主の支社又は営業所の名称及び位置（番地まで）

(ｴ) 違反行為を行った事業者の氏名又は名称並びに営業所の名称及び位

置（番地まで）

(ｵ) 違反行為の概要

(ｶ) 荷主勧告の内容

イ 公表方法

地方運輸局においては、前記ア「公表事項」を記載した資料を報道機

関に提供するとともに、局報及びホームページに掲載するものとする。

(4) 関係機関への連絡

荷主勧告書及び警告書の内容が過労運転防止違反の場合には、地方運輸

局長から関係都道府県労働局長あて、荷主勧告書又は警告書の写しなどを

用い連絡すること。

(5) 報告

警告書及び協力要請書の発出状況について、別記様式により年度毎にと

りまとめ、翌年度の６月末までに本職宛報告されたい。

附 則

１ この通達は、平成２６年４月１日から施行する。
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２ この通達による荷主勧告の対象となる荷主の行為は、この通達の施行日以

降のものとする。

３ 旧課長通達に基づいて発出された「一般的内容の協力要請書」及び「警告

的内容の協力要請書」については、この通達により、それぞれ「協力要請書」

及び「警告書」が発出されたものとみなす。

附 則（平成２９年１月１３日国自貨第１２１号）

１ この通達は、平成２９年１月１６日から施行する。

２ この通達による荷主勧告の対象となる荷主の行為は、この通達の施行日以

降のものとする。


